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3 例えば、篠田、前掲書（註 1)、最上敏樹『国際立憲主義の時代』など。国際立憲主義については後述する（第 1
章 2 項)。 
4 正確には、アフリカ人権裁判所（正式には、人および人民の権利に関するアフリカ裁判所）は、特別にその旨宣
言した締約国に対する個人の訴えを受け付けることができる（アフリカ人権裁判所設立議定書 5 条 3 項、34 条 6
項)。しかし、2013 年 11 月の時点で実際にこのような宣言をした締約国は、ブルキナファソ、ガーナ、マラウィ、
マリ、タンザニアの 5 カ国のみである。参照：African Court on Human and Peoples' Rights, 
http://www1.chr.up.ac.za/index.php/documents-by-theme/african-court.html（アクセス日：2013/11/03）. 
5 Frédéric Sudre, La convention européenne des droits de l'homme, p.3. 
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6 山崎公士「国際人権法とはなにか」法セミ 530 号、28 頁。 
7 Lassa Francis Lawrence Oppenheim, International Law: A treaties, vol. 1, Peace, pp.18-19. 
8 The Case of the S.S. “Lotus”(France v. Turkey), Judgment of 7 September 1927, P.C.I.J. Series A No.10, 
p.18、奥脇直也「国家管轄権の適用基準」世界法年報 22 号、42 頁。 
9 筆者訳。Ian Brownlie, The Rule of Law in International Affairs: International Law at the Fifth Anniversary 
of the United Nations, 1998, p.66. 
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10 寺谷広司「国際人権の立憲性―人権諸条約におけるデロゲートできない権利を視角として―」国際法外交雑誌
100 巻、29 頁。 
11 阿部浩己「国際法の人権化」国際法外交雑誌 111 巻 4 号、561 頁。 
12 Frederic Megret, Nature of Obligations in Daniel Moeckli, Sangeeta Shah and Sandesh Sivakumaran (eds.), 
International Human Rights Law, 2010, p.125. 
13 篠田、前掲書（註 1）、26 頁。 
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14 篠田、同上、262 頁。 
15 また篠田は、これに関連して自由な経済活動の保障も重要な原則として今後追求されるだろうことを指摘して
いる。参照：篠田、同上、261 頁。 
16 福永有夏「世界銀行の開発政策と「立憲化」」世界法年報 30 号、83 頁。 
17 福永、同上。 
18 中村民雄「EU 立法の「民主主義の赤字」論の再設定―多元的法秩序 EU の視座から―」社會科學研究 57 巻 2
号、6〜13 頁。 




International Integration and Democracy No Love at First Sigh, 長坂寿久『NGO 発、「市民社会力」―新しい
世界モデルへ』、東京新聞（2001 年 7 月 11 日）。 
20 Eric Stein, Ibid, p504. 
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③国際法の断片化について 
現代的国際法規範に関わる制度、例えば、紛争処理や人権条約の履行確保に関する手続などは実際



























                                                          
21 小森光夫「国際法秩序の断片化問題と統合への理論的課題」世界法年報 28 号、4 頁。 
22 Martti Koskenniemi & Pa ̈ivi Leino, Fragmentation of International Law? Postmodern Anxieties. Leiden 
Journal of International Law, Volume15, Issue 03, 2002, p.578. 
23 小森、前掲論文（註 21）、8 頁。 
24 小森、同上、4 頁。 
25 UNDG は、1997 年に国連事務総長のイニシアティブによって設立されたグループであり、国連機関の開発政策
































                                                          
26 The Human Rights Based Approach to Development Cooperation Towards a Common Understanding 
Among UN Agencies, http://www.undg.org/archive_docs/6959-The_Human_ 
Rights_Based_Approach_to_Development_Cooperation_Towards_a_Common_Understanding_among_UN.pdf
（アクセス日：2013/12/20). 
27 伊藤一頼「『開発の国際法』の再検討―新たな理論枠組みを構築するために―」本郷法政紀要 12 号、1 頁。 
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数存在し、例えば、欧州評議会(Council of Europe，以下 CoE、OAS、AU、東アフリカ共同体（East 
African Community）、アンデス共同体（Andean Community）などが挙げられる。しかしながら、
例えば、アンデス共同体は 1979 年から司法裁判所をもち、2002 年には「人権の推進および保障のた
めの憲章」を採択しているが、裁判所を条約実施システムとして常設するまでには今のところ至って
いない。そのような側面からすると、人権保障を目的とし、人権条約履行確保のための常設裁判所を
定めており、かつ個人通報制度も備えた地域的条約機構は世界でも ECHR のみである。 
 
(1) 欧州人権条約の基本的概要とその特徴 
ECHR（正式には、人権と基本的自由の保護に関する条約）は 1950 年に署名され、1953 年に発効
した欧州の人権保障体制である。ECHR に関する議定書は 2013 年 11 月現在で 14（2013 年に第 15・
16 議定書が作成されているも、現在未発効33）の追加があり、この条約は「国際法上も画期的な人権
                                                          
31 福永、同上。括弧内は筆者補足。 
32 最上敏樹『国際機構論』第 2 版、217 頁。 
33 The European Convention on Human Rights, http://www.echr.coe.int/Pages/home.aspx?p=basic 
texts&c=#n13739063294958599503665_pointer（アクセス日：2013/11/20). 
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保障装置を生み出してきた」34と評される。欧州という地域は超国家機構をいくつか形成してきたが、
それらの諸国際機構と ECHR はどのような関係性をもつのであろうか。ECHR を概観するにあたっ
て、欧州経済共同体（European Economic Community, 以下、EEC）、欧州共同体（European 





方で人権条約と、他方で EEC および EU は、相互にほとんど、おそらくあまりにもほとんど、関わ
りをもつことはなかった」35と述べているが、EEC、EC そして EU の政治機関は民主主義、人権そ
して「法の支配」といった理念を常に重要かつ望ましいものであると認識してきた。もっとも、当初
の欧州統合計画にとって、人権という価値・規範は欧州統合と不可分のものとみなされておらず、1974
年にフランスが ECHR を批准したことですべての EEC および EC 構成国が人権保障体制に加入した
との事実をもってはじめて、人権問題が CoE や人権条約によって十分に保障され得るものであると認
識されるようになった。 
しかしながら、ECJ は基本権に関する ECJ 自身の判断を明言するようになる36。ヴィルトハーバー
は、ECJ のこのような姿勢がブルガリア、ルーマニア、トルコおよびクロアチアといった国家が CoE








にして EEC、EC そして EU も、人権のメインストリーム化を余儀なくされることとなっていく。第
                                                          
34 最上、前掲書（註 32）、205 頁。 
35 ルツィウス・ヴィルトハーバー（德川信治訳）「EU、欧州人権条約および欧州における人権保障」立命館法学
1 号、127 頁。 
36 また、1977 年 4 月の ECHR に関する欧州議会（European Parliament）、理事会（European Council）、委
員会（Commission）の共同宣言において、ECHR の人権規定が至高の重要性を持つこと、3 機関は自らに与えら
れた権限を行使するにあたり ECHR の規定する人権を尊重し続けるということを宣言している。参照：Council of 
Europe, http:// www.echr. coe. 
int/Pages/home.aspx?p=basictexts&c=#n1359128122487_pointer（アクセス日：2014/01/31）. 
37 マーストリヒト条約第 6 条 2 項において、EU が ECHR によって保障された人権を「共同体法の一般原則とし
て尊重する」という規定がみられる。 
38 ヴィルトハーバー、前掲論文（註 35）、128 頁。 
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よる審理（旧 24 条）、人権委員会での調停不調の場合に CoE 加盟国政府代表によって構成される閣
僚委員会による決定による法的拘束（旧 32 条）のみである。つまり、ECHR の原初の姿とはむしろ
諸政府の政治的イニシアチブおよび集団的決定による実施体制なのである。小畑郁は、こうした選択
条項と自動適用条項の関係性より、｢締約国の現行の法律に合致する限度での留保が認められているこ










積極的なものではなかった。1998 年の第 11 議定書発効以前の旧制度の下では、現実には、旧 25 条・
旧 46 条の両選択条項を受諾している締約国に対する個人の申立について、人権委員会が条約違反を
認定（ないし僅差で違反なしと認定）したのち、人権委員会によって、ECtHR に付託されるという
道筋しかなかった。ECtHR への付託権は、1994 年に第 9 議定書が発効するまで、締約国または人権
委員会に限定された（旧 44 条）からである。 
                                                          
39 小畑郁「ヨーロッパ人権条約実施システムの歩みと展望」『ヨーロッパ人権裁判所の判例』、3 頁。 
40 しかしながら、小畑はこの指摘と同時に、2001 年のバンコヴィッチ事件判決における不受理決定と、第 11 議
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③個人申立制度の司法的性格化 
個人申立制度は ECHR の活性化を担っていた制度であるが、その重要性が認識されたことで、被害
者が裁判手続きにより一層関与し得るような制度的拡充が求められるようになり、1994 年の第 9 議





鈍化を危惧している41。しかしながら同時に、このような危惧に関連して 2004 年の Broniowski v. 
Poland 事件42において ECtHR が示した「指導的判例（leading case)」手続き43について言及してい
る。｢指導的判例」手続きとは、多数の類似事件の審査が、裁判所の要求する措置がとられるまで停止











法的効力をもつようになったのは 2000 年 10 月 2 日からであった45。議会主権の政治体制であるイギ
リスにおいて条約が国内的効力をもつためには、議会を通して国内法に変形しなければならない。イ
ギリスは1951年にECHRに署名した最初の国の一つとしてECHRに批准していたが、Human Right 
                                                          
41 佐藤文夫「国際人権法における人権条約実施措置の今日的展開」世界法年報 25 号、93 頁。、100 頁。 





よるいわゆるパイロット判決手続き」立命館法学 5・6 号、337 頁。 
43 または「パイロット判決」手続きと呼称される場合もある。参照：德川、同上。 
44 Geoffrey Marston, The United Kingdom' Part in the Preparation of the European Convention on Human 
Rights, The International and Comparative Law Quarterly , Vol. 42, No. 41993, 1950, pp.796-800. 
45 精確にいえば、ECHR の一部は 2000 年 10 月 2 日以前にイギリス国内で発効している。 
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・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
を目の当たりにし、
そして国内的な裁判への導入を模索し始めたのは 1970 年代であり、批准から既に約 20 年が経過して








も ECHR の国内法化を支持しはじめる。1990 年代になってから、国内裁判所は ECHR の判例を積極
的に参照するようになる49。イギリスが ECHR 上の個人申立権および ECtHR の義務的管轄を承認し
                                                          
46 Human Right Act 1998 は ECHR を国内法化することを目的として定められたものである。裁判所・審判所が
条約上の権利に関連する問題を判断する場合には、ECHR に定められた権利と一致するように関連条文等を解釈
しなければならないものと定めており、一般にイギリス国内の法解釈全般に影響力を有しているとされる。 
47 江島晶子「ヨーロッパ人権条約とイギリス」『ヨーロッパ人権裁判所の判例』、33 頁。 
48 江島、同上、34 頁。 
49 1975 年〜1996 年の 21 年間に ECHR を引用した判決は 316 件であり、そのうち 187 件は 1991 年以降に出され
たものである。江島晶子『人権保障の新局面』、43 頁。 
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反応について述べておきたい。人権法発効後の 18 ヶ月間で上級裁判所において ECHR が引用された
ケースは全 431 件にのぼる。そのうち 318 件において、結果として、人権法が裁判所判断の理由付け
または法的手続きに影響を及ぼしたとされる52。同じ期間において不適合宣言は 8 件出されており、
具体的事例として、A 判決53に伴ったイギリス政府対応による「2005 年テロ防止法（Prevention of 
Terrorism Act 2005）」の制定が挙げられる。 
②テロ対策法にみる不適合宣言の実効性 
2001 年の米同時多発テロを受け緊急的かつ本格的に補足・制定されたものが 2001 年テロ防止法で
                                                          
50 江島、前掲論文（註 47)、35 頁。 
51 江島、同上。 
52 江島、同上。 
53 2001 年テロ防止法第 23 条に基づき外国人 9 名がテロリスト容疑者として拘束された事例。原告（容疑者 9 名）
はイギリス内務省に対して、テロ防止法第 23 条に規定されるデロゲーション命令の非条約不適合などを根拠に訴
訟を提起した。参照：A and Others v. Secretary of State for the Home Department, UKHL 71, 2005、岩切大地
「イギリス貴族院の A 判決に関する一考察」東北文化学園大学総合政策論集第 6 巻第 1 号。 
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あるが、同法第 4 部に基づき、テロリストの疑いある外国人が起訴を受けずに無期限拘束されたこと
に対して、貴族院が不適合宣言（ECHR5 条および 14 条54）を下した。これに対して政府が 2005 年
テロ防止法の制定によって速やかに対応するというケースが見られた。人権法によって国内裁判所に






















                                                          
54 ECHR 第 5 条は身体の自由および安全に対する権利、第 14 条は差別の禁止に関する条項である。2001 年テロ
防止法は第 21 条において「国際テロリスト被疑者(suspected international terrorist)」という規定を設けている。
国際テロリスト被疑者とは、国籍にかかわらず、内務大臣が国際テロリストであるとの疑いを抱き、かつ英国内に
その者が存在することが英国の国家的安全保障(national security)を脅かすと認定した者を指す。同 23 条において、
国際テロリスト被疑者の国外退去について法的または事実上の障害がある場合、内務大臣はその者を拘禁するよう
命じることができるとされた。しかし、国際テロリスト被疑者の国外退去については、1996 年に ECtHR よって、
ECHR3条の定める拷問禁止が民主社会における最も基本的な価値を具体化したものであるためこの条項からの逸
脱(derogation)は許されないとの理由で、ある者が国外退去によって拷問の重大な危険に直面することになる場合
にはその者に対して退去強制の措置をとることはできないと判示されており(Chahal v UK, 23 EHRR 4130, 
1996)、裁判所の不適合宣言の根拠となり得る。葛野尋之「反テロリズム法における安全保障と人権―無期限拘禁
処分に関するイギリス貴族院の違憲判決をめぐって―」立命館法学第 311 号、48 頁。 
55 江島、前掲論文（註 47)、35 頁。 
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56 A 判決において、T. Bingham 裁判官は以下のように意見している（以下、筆者訳）。「この件について、私は、
内務省とその同僚たち、そして議会に重要な責務が置かれることを受け入れるだろう。なぜならば、彼らはより優
れた政治的判断を運用することを要請されるべきであるからである。」「それは政治的機能であり、したがって法
的問題を解決することは司法の趣旨ではないのである。」参照：A and Others v Secretary of State for the Home 
Department, UKHL 56, para 29. 
57 A 判決において、2001 年テロ防止法に基づく内務省の無期限拘束措置を条約不適合であると裁判所が判事した
事例を「貴族院の違憲判決」であるとする表現もみられる。葛野、前掲論文（註 88)、55 頁。 
58 Francesca Klug, The Human Rights: a “Third Way” or “Third Wave” Bill of Rights, European Human 
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60 ルツィウス・ヴィルトハーバー（德川信治訳）｢EU、欧州人権条約および欧州における人権保障」立命館法学 1
号、122 頁。 
61 ヴィルトハーバー、同上、123 頁。 
62 篠田、前掲書（註 1)、44 頁。 
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63 筆者訳、E. H. Carr, The Twenty Year's Crisis 1919-1939,1939, p51. 
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64 ジャナコプーロスは、一般的な国際法におけるヒエラルキー的構造について、国連憲章の第 103 条が圧倒的に
考慮されることは証明済みであるが、その証明は安全保障理事会が人権法に取って代わる目的で決議を下すことを
認めるためであるとしている。Antonios Tzanakopoulos, Collective Security and Human Rights, HIERARCHY 
IN INTERNATIONAL LAW: THE PLACE OF HUMAN RIGHTS, 2010, p41. 
65 Tzanakopoulos, Ibid. 
